
 

 

 

 

  

参考資料１
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情報提供いただくに当たっては本人の同意を得ることが原則ですが、当協議

会の構成員は本人の同意がなくても、見守り対象者の個人情報を構成員間で提

供・共有することができます（消費者安全法に規定）。 

お困りの際は消費生活総合センターへご相談ください。 



 

 



 

 

拒絶しているにもかかわらず、執ように勧誘する行為 1 

一人の消費者に対し、次々と新たな契約を勧誘する行為 2 

恋愛感情その他の好意の感情を利用して勧誘する行為 3 

 

 

 



 

 

認知症等であると知りつつ、つけ込み勧誘する行為 4  

        

        

         



 

（京都市消費者安全確保地域協議会設置要綱） 

第１０条 協議会の構成員は、法第１１条の５の規定に基づき、協議会の事務に関して

知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

[協議会が未設置の場合] 

協議会の構成員が消費者被害を発見 

↓ 

 

 

 

 

⇒これらの理由で本人同意が得られ

ず、消費生活センターにつなぐことが

できないケースも… 

 

・会話が困難等の理由で自ら相談できない 

・本人が被害に遭っている自覚がない 

・認知症等により本人との意思疎通が困難 

[協議会設置済の場合] 

 

 

 

 

また、消費生活センターから、福祉的な

支援が必要と思われる相談者への見守り

等の支援を要請することも可能に。 

⇒被害回復後も継続的な見守りが可能 

 

個人情報保護法の例外規定を適用して、構

成員から消費生活センターへの情報提供が

可能に。 



 

 

◇ 本人から直接、又は、本人から同意を得たうえで、家族や信頼できる関係者を

通じて、いきさつや被害状況（お金をいつ、いくら、誰に支払ったか等）などを

聴き取ります。 

◇ 本人が認知症などで理解力の低下が見られる場合は、家族や法定後見人などに

了解を得るようにしましょう。 

◇ 十分に説明しても本人の同意が得られない場合には、一旦、消費生活総合セン

ターに相談しましょう。 

◇ 共有する情報は、見守り活動や消費者被害の防止・救済に必要な最小限の情報

にします。 

◇ 共有する範囲は、事案の救済や見守り活動に関わる構成員のみに限定します。

事案に直接関係のない構成員には、情報提供はいたしません。 

◇ 消費生活総合センターにおいて、誰が、いつ、どのような被害情報を、誰に提

供したのかを記録し、相談情報と合わせて適切に保管します。 

◇ 可能な限り、消費生活総合センターに相談するなど情報共有することについて

本人の同意を得ます。ただし、緊急性が高いなど、本人の同意を得ずに情報共有

を行う場合はその理由や経過を記録に残します。 



 

 

◇ 見守り活動の中で知り得た被害情報は、見守り活動や消費者被害の防止・救済

に必要な場合を除き、第三者に話さないようにしましょう。 

◇ 被害情報を紙媒体やパソコンで保管する必要がある場合は、鍵のかかる保管庫

に保管するか、パスワードで厳重に管理された電子ファイルで保管します。ま

た、パソコンで保管する場合にはウイルス対策をしましょう。 

◇ 被害情報は、保管の必要性がなくなったら、速やかに適切な方法で廃棄しま

す。紙媒体はシュレッダーで細断し、電子ファイルは完全に削除しましょう。 

◇ むやみに持ち出さない、コピーしない、外部提供しないことを徹底しましょ

う。また、不必要に第三者の目に触れないように保管しましょう。 

◇ 万が一、被害情報の漏えい（紛失、盗難）等の問題が生じたときには以下の対

応手順に沿って対応をお願いします。 

≪漏えい等の問題発生時の対応手順≫ 

 ア．【状況把握】まず、漏えいの事実、内容、規模、原因などを正確に把握しま

す。漏えい経路、漏えいした個人情報の量、影響を受ける可能性のある人な

どを特定します。 

イ．【被害拡大防止】漏えい経路を特定し、漏えいの拡大を防ぐための措置を講

じます。例えば、物理的な紛失であれば、所在確認と保管場所の安全確保を

行います。 

ウ．【関係者への連絡】漏えいの事実と対応状況を、速やかに関係者（関係機

関、被害者、警察など）に報告します。被害者への連絡は、事務局が丁寧な

説明と謝罪を行います。協議会事務局（消費生活総合センター☎075-366-

2250）には必ずご連絡をお願いします。 

（協議会の事務等） 

第十一条の四 協議会は、前条の目的を達成するため、必要な情報を交換するとともに、消費者安全

の確保のための取組に関する協議を行うものとする。 

２ 協議会の構成員（次項において単に「構成員」という。）は、前項の協議の結果に基づき、消費者

安全の確保のため、消費生活上特に配慮を要する消費者と適当な接触を保ち、その状況を見守ること

その他の必要な取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるとき、又は構成

員が行う消費者安全の確保のための取組に関し他の構成員から要請があった場合その他の内閣府令

で定める場合において必要があると認めるときは、構成員に対し、消費生活上特に配慮を要する消費

者に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 



 

 

 



 

【「2時間後に電話が使えない！？」個人情報を聞き出す不審な電話にご注意！】 

 

 総務省や NTT 東日本および NTT 西日本をかたり、「2 時間後に電話が使えなくなる」などの不審な

電話に関する相談が寄せられています。相談事例を見ると、「2時間後に電話が使えなくなる」とい

う自動音声ガイダンスが流れ、さらに「1番を押してください」などとボタン操作を誘導するアナウ

ンスが流れ、1番を押すとオペレーターとつながり、個人情報を聞き出すケースが確認されていま

す。 

 

 総務省や NTT 東日本および NTT 西日本から、電話を停止することに関して、自動音声ガイダンスや

SMS を使って連絡することは絶対にありません！ 

 

 個人情報は絶対に伝えないようにしましょう！ 

 

 特に高齢者には日頃から身近な家族や周りの人の見守りも大切です。 

 

 不安に思った場合や、個人情報を伝えてしまった場合は、すぐに最寄りの消費生活センター等や警

察へ相談しましょう。 

 

詳細は、国民生活センターのＨＰをご覧ください。 

https://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20241219_1.html 

 本日午前●時●●分頃、●●区内の高齢者宅に●●警察署の警察官を名乗って「逮捕した犯人があ

なた名義のキャッシュカードを持っていた。」などと特殊詐欺の予兆電話がありました。 

 

 ◎ 公開されている電話番号にかけ直して事実を確認してください。 

 ◎ 防犯機能付き電話機や留守番電話機能を活用して、詐欺の電話に出ない工夫をしてください。 

 ◎ 国際電話を利用しない方は、国際電話利用休止手続きを行ってください。 

 ◎ 同様の電話があれば、最寄りの警察署に通報してください。 

  

 ※ この内容は京都府警察の防犯・犯罪情報メールで配信しているものと同じ内容です。 

   タイムリーな情報発信と、事務の合理化のため、構成員の方で登録されていない方は下の二次

元コードなどから登録をお願いします。（今後、警察から配信する特殊詐欺等の注意喚起情報

は防犯・犯罪情報メールでタイムリーに配信していきます。） 

 

警察本部特殊詐欺対策室 



 

 

 



 

 



 

 



 



相談受付時間 

月～金（祝・休日を除く。） 

午前９時～午後５時 

＊土日祝休日（年末年始を除く。）のご相談は、 
消費者ホットライン １８８（局番なし）へ  

午前１０時～午後４時（電話相談のみ） 
※独立行政法人国民生活センターの相談窓口 
につながります。 

 
あなたの“見守り”で 

安心安全を届けよう！ 


